
平成26年８月

林 野 庁

平成27年度林野関係税制改正要望について

１ 新規措置に関する要望

(1) 森林吸収源対策の財源確保に係る税制措置（複数税目）

(2) 中小企業者等の法人税率の引下げ（法人税）

(3) 独立行政法人の組織見直しに伴う税制上の所要の措置（複数

税目）

２ 既存措置に関する要望

(1) 山林所得に係る森林計画特別控除（収入金額の20％等）の３

年延長（所得税）

(2) 軽油引取税の課税免除の特例措置の３年延長（軽油引取税）

(3) 特定中小企業者等が経営改善設備を取得した場合の特別償却

（30％）又は法人税額等の特別控除（７％）（商業・サービス

業・農林水産業活性化税制）の２年延長（所得税・法人税）

【経産省等３省共管】

(4) 中小企業等の貸倒引当金の特例（繰入限度額を12％増し）の

２年延長（法人税）

【経産省等５省庁共管】

(5) 農業信用基金協会、（独）農林漁業信用基金及び漁業信用基

金協会が受ける抵当権の設定登記等の税率の軽減措置（0.4％→

0.15％）の２年延長（登録免許税）

【経産省共管】

Administrator
タイプライターテキスト
　２－２

Administrator
タイプライターテキスト
　

Administrator
タイプライターテキスト

Administrator
タイプライターテキスト

Administrator
タイプライターテキスト

Administrator
タイプライターテキスト

Administrator
タイプライターテキスト



【
要
望
の
内
容
】

【
政
策
の
背
景
・
目
的
】

森
林
吸
収
源
対
策
の
財
源
確
保
に
係
る
税
制
措
置

○
我
が
国
の
温
室
効
果
ガ
ス
削
減
目
標
（
2
0
2
0
年
に
2
0
0
5
年
比

3
.8
%
減
等
）
の
達
成
の
た
め
に
は
、
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
削
減

対
策
、
森
林
吸
収
源
対
策
等
を
総
合
的
に
推
進
す
る
必
要
。
森

林
吸
収
源
対
策
に
つ
い
て
は
、
2
0
2
0
年
度
に
お
い
て
2
.8
%
以
上

の
吸
収
量
を
確
保
す
る
こ
と
と
し
て
お
り
、
適
切
な
森
林
整
備
等

に
よ
っ
て
そ
の
達
成
を
図
る
こ
と
が
重
要
。

○
ま
た
、
森
林
整
備
等
に
よ
る
森
林
吸
収
源
対
策
を
着
実
に
実

施
す
る
こ
と
は
、
多
面
的
機
能
や
、
地
域
の
経
済
活
性
化
・
雇

用
創
出
な
ど
に
も
つ
な
が
る
。

○
し
か
し
な
が
ら
、
森
林
吸
収
源
対
策
に
つ
い
て
は
、
当
初
予
算

だ
け
で
は
十
分
な
措
置
が
な
さ
れ
ず
、
補
正
予
算
を
活
用
し
て

辛
う
じ
て
確
保
し
て
き
た
と
こ
ろ
で
あ
り
、
安
定
的
な
財
源
が
確

保
さ
れ
て
い
な
い
。

○
平
成
2
4
年
1
0
月
に
は
、
地
球
温
暖
化
対
策
の
た
め
の
石
油

石
炭
税
の
税
率
の
特
例
措
置
（
C
O
2
排
出
源
で
あ
る
化
石
燃

料
に
課
税
）
が
導
入
さ
れ
た
が
、
そ
の
税
収
は
エ
ネ
ル
ギ
ー
起

源
C
O
2
排
出
抑
制
対
策
の
み
に
充
当
。

○
内
閣
府
の
世
論
調
査
で
は
、
森
林
吸
収
源
対
策
の
推
進
に

必
要
な
費
用
は
、
温
室
効
果
ガ
ス
を
排
出
す
る
割
合
に
応
じ
て

企
業
や
国
民
が
負
担
す
る
こ
と
や
、
森
林
の
恩
恵
は
広
く
国
民

全
体
に
及
ぶ
こ
と
か
ら
国
民
全
体
で
負
担
す
る
こ
と
が
適
当
と

い
う
意
見
が
多
数

○
地
方
自
治
体
は
じ
め
各
方
面
か
ら
も
、
「
地
球
温
暖
化
対

策
の
た
め
の
税
」
の
使
途
拡
大
等
に
よ
る
安
定
財
源
確
保
の

要
請
。

（
参
考
１
）
平
成
2
6
年
度
税
制
改
正
大
綱
（
抜
粋
）
（
自
民
党
・
公
明
党
平
成
2
5
年
1
2
月
1
2
日
）

第
三
検
討
事
項

1
5
わ
が
国
は
、
本
年
1
1
月
に
開
催
さ
れ
た
気
候
変
動
枠
組
条
約
第
1
9
回
締
約
国
会
議
（Ｃ
Ｏ
Ｐ
1
9
）
に
お
い
て
、
2
0
2
0
年
の

温
室
効
果
ガ
ス
削
減
目
標
を
、
2
0
0
5
年
比
で
3
.8
％
減
と
す
る
こ
と
を
表
明
し
た
。
こ
の
目
標
を
確
実
に
達
成
す
る
た
め
に

は
、
排
出
抑
制
対
策
と
森
林
吸
収
源
対
策
の
両
面
か
ら
、
多
様
な
政
策
へ
の
取
組
み
を
推
進
し
て
い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。 こ
う
し
た
中
、
地
球
温
暖
化
対
策
の
た
め
の
石
油
石
炭
税
の
税
率
の
特
例
措
置
を
講
じ
て
い
る
が
、
こ
の
税
収
は
エ
ネ
ル

ギ
ー
起
源
Ｃ
Ｏ
２
排
出
抑
制
の
た
め
の
諸
施
策
の
実
施
の
た
め
の
財
源
と
し
て
活
用
す
る
こ
と
と
な
っ
て
い
る
。

一
方
、
森
林
吸
収
源
対
策
に
つ
い
て
は
、
国
土
保
全
や
地
球
温
暖
化
防
止
に
大
き
く
貢
献
す
る
森
林
・
林
業
を
国
家
戦
略

と
し
て
位
置
付
け
、
造
林
・
間
伐
な
ど
の
森
林
整
備
を
推
進
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
が
、
安
定
的
な
財
源
が
確
保
さ
れ
て

い
な
い
。
こ
の
た
め
、
税
制
抜
本
改
革
法
第
７
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
森
林
吸
収
源
対
策
及
び
地
方
の
地
球
温
暖
化
対
策

に
関
す
る
財
源
の
確
保
に
つ
い
て
、
財
政
面
で
の
対
応
、
森
林
整
備
等
に
要
す
る
費
用
を
国
民
全
体
で
負
担
す
る
措
置

等
、
新
た
な
仕
組
み
に
つ
い
て
専
門
の
検
討
チ
ー
ム
を
設
置
し
早
急
に
総
合
的
な
検
討
を
行
う
。

○
森
林
整
備
等
に
係
る
受
益
と
負
担
の
関
係
に
配
意
し
つ
つ
、
森
林
吸
収
源
対
策
及

び
地
方
の
地
球
温
暖
化
対
策
に
関
す
る
財
源
の
確
保
の
新
た
な
仕
組
み
を
創
設
す

る
。
具
体
的
に
は
以
下
の
措
置
等
を
検
討
。

①
石
油
石
炭
税
の
税
率
の
特
例
の
活
用
等

➢
地
球
温
暖
化
対
策
の
た
め
の
石
油
石
炭
税
の
税
率
の
特
例
措
置
（
「
地
球
温
暖

化
対
策
の
た
め
の
税
」
）
と
同
様
の
税
の
創
設
又
は
「
地
球
温
暖
化
対
策
の
た
め
の

税
」
の
活
用
（
使
途
に
森
林
吸
収
源
対
策
を
追
加
）
等
に
よ
る
森
林
吸
収
源
対
策
に

充
て
る
こ
と
の
で
き
る
税
収
枠
の
創
設
。

②
揮
発
油
税
の
税
率
の
特
例
の
活
用

➢
揮
発
油
税
の
「
当
分
の
間
税
率
」
を
森
林
吸
収
源
対
策
に
優
先
的
に
充
当
。

③
森
林
環
境
税
（
仮
称
）
の
創
設

➢
地
方
自
治
体
に
お
い
て
導
入
さ
れ
て
い
る
森
林
環
境
税
等
の
国
税
版
の
創
設

（
例
え
ば
、
復
興
特
別
所
得
税
等
の
仕
組
み
と
同
様
、
既
存
の
税
額
等
に
一
定
の

率
を
乗
じ
て
計
算
し
た
額
を
併
せ
て
徴
収
す
る
仕
組
み
を
想
定
）
。

（
参
考
２
）
経
済
財
政
運
営
と
改
革
の
基
本
方
針
2
0
1
4
（
抜
粋
）
（
平
成
2
6
年
６
月
2
4
日
閣
議
決
定
）

４
．
安
心
・
安
全
な
暮
ら
し
と
持
続
可
能
な
経
済
社
会
の
基
盤
確
保

（
４
）
地
球
環
境
へ
の
貢
献

（
前
略
）
森
林
吸
収
源
対
策
及
び
地
方
の
地
球
温
暖
化
対
策
に
関
す
る
財
源
の
確
保
の
新
た
な
仕
組
み
に
つ
い
て
、
森

林
整
備
等
に
係
る
受
益
と
負
担
の
関
係
に
配
意
し
つ
つ
、
早
急
に
総
合
的
な
検
討
を
進
め
る
。




